第12　老人保健福祉対策の充実強化に関する要望
　高齢者が生きがいを持ち安心して暮らせる社会づくりを推進し、老人保健福祉対策のさらなる充実を図るため、下記事項の実現を強く要望する。

記

１　総合的な老人保健福祉対策の促進

　　総合的な老人保健福祉対策を促進するため、現行「ゴールドプラン２１」の終了後も引き続き新たなプランを策定すること。

２　介護保険制度の円滑かつ安定的な運営
⑴　将来にわたり安定的で持続可能な制度とするため、平成１７年度の介護保険制度の見直しに当たっては、保険者たる町村の意見を十分に尊重し、負担と給付の関係の適正化を図ること。
⑵　「自立支援」と「在宅重視」の基本理念に則り、被保険者が重度の要介護状態になった場合においても、可能な限り在宅生活が継続できるよう在宅支援体制の整備を図ること。
⑶　国及び都道府県による財政補てん制度を創設し、低所得者に対する利用料及び保険料について軽減措置を講ずること。

　　また、第１号保険料にかかる特別徴収の対象範囲（遺族年金、障害年金等）を拡大すること。
⑷　調整交付金については、国庫負担の外枠として措置するとともに、財政安定化基金に係る財源は町村の負担としないこと。

⑸　介護報酬の算定基準について、事業者が適切な運営とサービスの質の確保ができるよう、各種介護保険サービスの実態を十分踏まえ、適切な見直しを行うこと。

　　また、地域性にも十分配慮したものとすること。
⑹　養護老人ホーム等の施設入所者に対し、介護保険制度における住所地特例を適用できるようにすること。

⑺　認定調査員・介護支援専門員・認定審査会委員等の研修を充実すること。
３　老人保健福祉対策の強化

　⑴　健康づくりの拠点としての老人福祉施設、老人保健施設、医療施設等の機能の複合化が図られるよう制度を明確化し、財政措置の充実を図ること。

⑵　寝たきり予防対策や生きがい対策など介護予防・生活支援事業が積極的に実施できるよう財政措置の充実強化を図ること。
⑶　痴呆性高齢者に対する総合的対策の推進を図ること。
⑷　高齢者が多様な就業の機会を確保できるよう、雇用対策を充実させること。
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